
当
た
り
の
平
均
課
税
額
は
医
療
給
付

費
分
で
　
・
９
％
減
、
後
期
高
齢
者

２９

支
援
金
等
分
と
合
わ
せ
て
も
８
・
７

％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、　

歳
～
　
歳
の
方
が
対
象

４０

６４

と
な
る
介
護
納
付
金
分
で
は
均
等
割

額
が
減
額
さ
れ
ま
し
た
が
、
平
等
割

の
新
設
と
所
得
割
額
の
増
額
に
よ
り
、

一
世
帯
当
た
り
の
平
均
課
税
額
は

　
・
１
％
の
引
き
上
げ
と
な
り
ま
す
。

１７　
世
帯
の
状
況
に
よ
っ
て
は
、
税
額

が
高
く
な
る
場
合
も
低
く
な
る
場
合

も
あ
り
ま
す
。
な
お
、
各
世
帯
の
税

額
に
つ
い
て
は
、
７
月
中
旬
に
納
税

通
知
書
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
軽
減
措
置
で
負
担
を
緩
和

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が
始
ま
る

こ
と
に
合
わ
せ
、
皆
さ
ん
の
負
担
が

急
激
に
増
え
な
い
よ
う
国
保
税
が
軽

減
、
減
額
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　
制
度
移
行
に
伴
う
減
額
措
置

　
国
保
か
ら
今
年
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
に
移
行
し
た
方
が
い
る
こ
と
で
、

そ
の
世
帯
の
国
保
加
入
者
が
１
人
に

な
っ
た
場
合
、
医
療
給
付
費
分
と
後

期
高
齢
者
支
援
金
等
分
の
平
等
割
額

が
半
額
に
な
り
ま
す
。
こ
の
減
額
措

置
は
、
最
長
で
５
年
間
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
共
済
組
合
や
船
員
保
険
な
ど
被
用

者
保
険
に
加
入
し
て
い
た
人
が
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
し
た
場
合
、

そ
の
人
の
被
扶
養
者
は
国
保
に
加
入

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
こ
の
う

　
平
成
　
年
度
分
か
ら
、
国
民
健
康

２０

保
険
税
額
を
計
算
す
る
場
合
に
、
後

期
高
齢
者
支
援
金
等
分
が
加
わ
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
、
国

保
税
額
は
医
療
給
付
費
分
と
介
護
納

　平成２０年度から国民健康保険税に後期高齢者支援金等分が

加わり、医療給付費分の資産割が廃止されるほか、介護納付金

分の税率も変わります。平成１８年以来２年ぶりの改正となり、

１０月からは特別徴収（年金からの天引き）も始まります。ここ

では、国保税の改正内容についてご紹介します。

算定基準に後期高齢者者
支援金等分が加わりますます

国保税の税率が改正に

付
金
分
の
２
つ
の
算
定
基
準
で
計
算

さ
れ
、
こ
の
う
ち
医
療
給
付
費
分
か

ら
老
人
保
健
制
度
を
運
営
す
る
た
め

負
担
金
が
出
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
こ

れ
が
、
４
月
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
が
始
ま
っ
た
こ
と
に
合
わ
せ
て

負
担
金
の
区
分
を
明
確
に
す
る
た
め
、

新
た
に
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
分
を

設
け
た
も
の
で
す
。

　
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
算
定
基
準

に
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
分
が
加
わ

り
ま
し
た
が
、
医
療
給
付
費
分
で
は

所
得
割
や
均
等
割
な
ど
す
べ
て
の
項

目
を
減
額
し
、
資
産
割
を
廃
止
し
ま

し
た
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
一
世
帯

増減率増減額改正後現　行区　　　　分

 －２９.８６％－４５,２６２円１０６,３２１円１５１,５８３円医療給付費分

－＋３２,０６６円３２,０６６円－
後期高齢者

支援金等分

－８.７１％－１３,１９６円１３８,３８７円１５１,５８３円合　　　　計

＋１７.０８％＋５,１０９円３５,０２７円２９,９１８円介護納付金分

◆一世帯当たりの平均課税額

※国保税に含まれる介護納付金分は、４０歳から６４歳までの方が対象です。

介護納付金分※後期高齢者支援

金等分（新設）

医療給付費分
区　　　　　　　　　分

改正後現　行改正後現　行

２.３％２.０％２.０％６.４％８.５％所得に応じて課税所得割

変更なしな　しな　しな　し４０.０％固定資産税額に応じて課税資産割

９,６００円１１,０００円６,０００円１９,８００円２４,０００円加入者１人当たり均等割

６,０００円な　し５,４００円１８,０００円２７,０００円１世帯当たり平等割

変更なし９０,０００円１２０,０００円４７０,０００円５６０,０００円課税の最高限度額

◆国民健康保険税の税率改正内容 （赤字は減、青字は増）

【２】

ち
　
歳
以
上
の
人
は
所
得
割
が
か
か

６５
ら
ず
、
均
等
割
額
が
半
額
に
な
り
ま

す
。
ま
た
、
そ
の
世
帯
で
国
保
に
加

入
し
て
い
る
人
が
全
員
　
歳
以
上
で

６５

被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者
だ
っ
た
場

合
は
、
さ
ら
に
平
等
割
額
も
半
額
と

な
り
ま
す
。
こ
の
減
免
措
置
は
２
年

間
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
低
所
得
者
に
は
軽
減
制
度
も

　
前
年
の
所
得
額
が
一
定
基
準
以
下

で
あ
る
低
所
得
者
の
世
帯
に
は
、
均

等
割
額
と
平
等
割
額
を
減
額
す
る
制

度
が
あ
り
ま
す
。

▽
対
象

・
７
割
軽
減
…
所
得
が
　
万
円
以
下

３３

の
世
帯

・
５
割
軽
減
…
所
得
が
　
万
円
＋

３３

　後期高齢者医療制度の限度額適用・標準

負担額減額認定制度をご存じですか――。

同制度の加入者には１カ月当たりの医療費

負担限度額が設定されていますが、その限

度額や入院したときの食事代が引き下げら

れる認定証が交付される制度で、これまで

老人保健制度で実施されていたものです。

　認定証を医療機関の窓口で提示すると、

医療費負担の限度額と食事代が下表のとお

り引き下げられます。現在認定証をお持ち

の方は有効期限が７月３１日までとなって

おります。８月以降も認定証が必要な方や、

新たに認定証の発行を希望する方は申請が

必要となりますので、役場住民生活課の窓

口へお越しください。

◆対象　低所得者Ⅱ…世帯全員が町民税非

課税となっている世帯の人　低所得者Ⅰ

…低所得者Ⅱのうち各所得が０円（年金

受給額が年額８０万円以下）の人または老

齢福祉年金を受給している人

◆持参する物　後期高齢者医療被保険者証、

印鑑

※過去１年間に９１日以上入院した方は、そ

の分の領収書も持参してください。

◆申請先・問い合わせ　役場住民生活課国

民健康保険担当（察８２－３１１１内線１２４）へ。

利
用
を
希
望
す
る
方
は
申
請
を

後期高齢者医療制度で
限度額や食事代を減額

（
世
帯
主
を
除
く
被
保
険
者
数
）×

　
万
５
０
０
０
円
以
下
の
世
帯

２４
・
２
割
軽
減
…
所
得
が
　
万
円
＋

３３

（
世
帯
主
を
含
む
被
保
険
者
数
）×

　
万
円
以
下
の
世
帯

３５
▽
軽
減
額
　
上
表
の
と
お
り

※
軽
減
、
減
額
の
対
象
と
な
っ
て
い

る
方
に
対
し
て
は
、
減
額
後
の
税

額
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
月
か
ら
年
金
天
引
き
開
始

１０
　
　
月
か
ら
国
保
税
の
特
別
徴
収

１０

（
年
金
天
引
き
）
が
始
ま
り
ま
す
。

　
対
象
は
、
次
の
陰
～
韻
に
す
べ
て

当
て
は
ま
る
世
帯
で
す
。

陰
そ
の
世
帯
の
国
保
加
入
者
の
全
員

が
　
歳
以
上
　
歳
未
満
で
あ
る

６５

７５

１食当たりの

標準負担額

外  来  ＋  入  院

（世帯単位で合算）

外　　来

（個人単位）
所得区分

２１０円２４,６００円８,０００円低所得者Ⅱ

１００円１５,０００円８,０００円低所得者Ⅰ

◆医療費負担限度額と食事負担額

※同制度を利用しない場合、１カ月当たりの医療費負担限

度額（外来）は１割負担の方で１２,０００円、３割負担の方で

４４,４００円、（外来＋入院）では１割負担の方で４４,４００円、

３割負担の方で８０,１００円（医療費の額により加算あり）、

１食当たりの標準負担額が２６０円になります。

※低所得者Ⅱに該当する方で、過去１年間に９１日以上入院

した方は１食当たりの標準負担額が１６０円になります。

隠
世
帯
主
が
年
額
　
万
円
以
上
の
年

１８

金
を
受
給
し
て
い
る

韻
世
帯
主
が
国
保
に
加
入
し
て
い
る

　
た
だ
し
、
介
護
保
険
料
と
国
保
税

を
合
わ
せ
た
額
が
年
金
の
半
分
を
超

え
る
場
合
は
、
国
保
税
は
特
別
徴
収

さ
れ
ず
、
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替

で
の
納
付
と
な
り
ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
、
国
保
税
は
納
付
書
ま

た
は
口
座
振
替
で
毎
年
７
月
か
ら
２

月
ま
で
の
８
期
に
分
け
て
納
め
て
い

た
だ
い
て
お
り
ま
し
た
が
、
対
象
と

な
る
方
は
　
月
か
ら
納
付
方
法
が
特

１０

別
徴
収
に
変
わ
り
、
年
金
の
支
給
に

合
わ
せ
て
２
カ
月
に
１
度
年
金
か
ら

天
引
き
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
７
月
か
ら
９
月
分
ま
で
は

こ
れ
ま
で
ど
お
り
納
付
書
ま
た
は
口

座
振
替
で
の
納
付
と
な
り
ま
す
。

　
　
◇
　
　
◇
　
　
◇
　
　
◇

　
国
保
税
は
、
そ
の
す
べ
て
が
医
療

費
に
充
て
ら
れ
る
「
目
的
税
」
と
い

う
特
別
な
税
金
で
す
。
こ
の
税
金
は

国
保
の
財
源
と
な
り
、
国
保
加
入
者

の
医
療
に
役
立
っ
て
い
ま
す
。
医
療

を
社
会
全
体
で
支
え
合
い
、
誰
も
が

安
心
し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、

国
保
税
は
納
期
限
ま
で
に
き
ち
ん
と

納
め
ま
し
ょ
う
。

◆
問
い
合
わ
せ
　
役
場
税
務
会
計
課

町
民
税
担
当
（
察
　－

３
１
１
１

８２

内
線
１
１
２
）
へ
ど
う
ぞ
。

軽減後の課税額
軽減前の課税額

２割軽減５割軽減７割軽減

１５,８４０９,９００５,９４０１９,８００均等割医 療

給 付 費 分 １４,４００９,０００５,４００１８,０００平等割

４,８００３,０００１,８００６,０００均等割後期高齢者

支援金等分 ４,３２０２,７００１,６２０５,４００平等割

７,６８０４,８００２,８８０９,６００均等割介 護

納 付 金 分 ４,８００３,０００１,８００６,０００平等割

◆低所得者の軽減額 （単位：円）

【３】


